
電話

(第 3

(第 1

(第 1

単位

件

① 千円

② 千円

③ 千円

④ 千円

⑤ 千円

⑥ 千円

％

％

％

％

％

％⑥÷1,000 合計 100.0 74.4 100.0 100.0

⑤÷1,000 東部地区 100.0 82.2 100.0 100.0

④÷1,000 北広島団地地区 100.0 62.7 100.0 100.0

③÷1,000 西の里地区 100.0 49.9 100.0 100.0

 合 計　助成金額 5,000
(H22以降3,500）

3,722 3,500 3,500

成 果

指 標

助成金執行率

②÷1,000 西部地区 100.0 97.8 100.0 100.0

①÷1,000 大曲地区 100.0 79.6 100.0 100.0

北広島団地　助成金額 1,000(H22以降700） 627 700 700

東部地区　助成金額 1,000(H22以降700） 822 700 700

700 700

西の里地区　助成金額 1,000(H22以降700） 499 700 700活 動
指 標

大曲地区　助成金額 1,000(H22以降700） 796 700 700

西部地区　助成金額 1,000(H22以降700） 978

基 本
指 標

補助事業数 25 19 25 25

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 2,700 2,700 2,700 2,700

　総　事　業　費  ①＋④ 6,594 6,422 6,200 6,200

人  件  費
（概算）

3,500 3,500

0.30

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 3,894 3,722 3,500 3,500

 ② 人　数（年間） 0.30 0.30 0.30

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 3,894 3,722

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

・大曲地区　　かっこうの里環境整備事業など
・西部地区　　親父とふれあいフェスティバル2009など
・西の里地区　西の里夏まつり地域間・世代間交流事業など
・北広島団地　第4住区自治連合会30周年記念事業など
・東部地区　　富ケ丘グリーン・ツーリズム推進事業など

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

１地区助成金70万円を上限として実施

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

・市内５地区（大曲、西部、西の里、北広島団地、東部）
・地域住民が主体で取り組むまちづくり事業及び市と地域の住民との協働により実施する当該地域の環境の
向上に資する事業

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　地域住民が自主的に進めるまちづくり活動に対して、１地域７０万円を上限として助成金を交
付し、市民との協働によるまちづくりを積極的に進め、地域の活性化と元気で魅力あふれるまち
づくりを目指す。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） いきいきとした交流と連携のまち

節） コミュニティ

施策） 市民活動の促進

事務事業開始年度 Ｈ18
根拠法令等 北広島市地域まちづくり推進事業実施要綱

〃  終了予定年度

内線637

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 川原　一志 課長職名 広吉　正則 作成日 平成22年5月26日

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1302 事務事業名 地域まちづくり推進事業 作成部署 市民環境部市民生活課



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ ■ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ ■ □

□ □ □

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　市と協働で実施することにより、市民のニーズに対応したきめ細かな公
共サービスを提供する協働事業提案制度との関連から見直しが必要であ
る。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合
　事業開始後5年目を迎え地域のまちづくりや活性化に一定の成果を上げて
いるものの、各地区間の成果指標のバラつきや「地域の住民と創るまち推
進事業」については、協働するうえで市と地域の役割分担に曖昧さも残る
などの課題もある。
　地域主権型社会に向けて、地域固有の特性・課題等について市民自らが
解決する自立的コミュニティと市の協働が益々重要となることから、協働
指針の理念に基づき、今後さらに地域の自主性を尊重しつつ発展的に制度
設計を見直す必要がある。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３
　対象となる事業については充分に審査しているため、
当該事業による利益が特定の個人や団体に偏っていない
といえる。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　市民のまちづくりへの参加促進や地区の活性化を図る
ための当初の目標は、各地域の取り組み内容や事業数な
どからも概ね達成されたものと考える。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
　出張所長（大曲、輪厚、西の里地区）及び地区担当員
（北広島団地、東部地区）の権限により、地域まちづく
り事業が効率的に推進できたと判断する。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　各地区の活性化は、地区住民との協働のもと、市が推
進する必要があり、それぞれの地区が主体的に活動でき
るような支援策は妥当である。

整理番号 1302
【３ 評　価 （チェック）】



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠
まちづくり活動助成金交付事業：助成対象経費の２／３以内
（事業所等の維持経費・視察研修費・人件費・飲食代等を除いた経費）
地域の住民と創るまち推進事業：助成対象経費の全額

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 75 62 67

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

下記参照 下記参照 下記参照

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 5,221 6,031 5,250

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

58 39 67

支　出　合　計 （Ｃ） 6,716 9,594 5,250

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

1,050

西の里地区 1,501 723 1,050

支　　出

大曲地区 1,390 1,321 1,050

西部地区 1,770 5,524 1,050

北広島団地地区 554 973 1,050

東部地区 1,501 1,053

繰越金

収　入　合　計 （Ｂ） 6,716 9,594 5,250

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 3,894 3,722 3,500

団体負担金 2,822 5,872 1,750

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数
17団体（自治会、町内会その他地域内に活動拠点を置き、構成員の過半数
の者が当該地域の住民である団体）

（22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

自主的なまちづくり及び市との協働によるまちづくりを推進し、地域の活性化に資することを目
的とする。

 交付先団体等の
 活動内容

・地域の住民が自主的に行う特色をいかしたまちづくり活動
・市と地域の協働により実施する地域の環境向上に資する活動

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 地域まちづくり推進事業

交付先の名称
及び代表者名

第4住区自治連合会　会長　檜皮　義博　他 設立年 昭和54年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 1302 ＜継続用＞



電話

（第 3 章）

（第 1 節）

（第 1

23 ～ 年度

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し、団体等に対する補助金等は全項目について採点す
る。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ
ていること

5

(1)北広島市補助金等交付規則に基づいている。
(2)地域の活性化を目的に地域で活動する者を対象と
する補助であるため、法令の規定に抵触していな
い。
(3)、(4))自治会等を対象団体としているため、規則
等を有し総会等において事業計画を確認し、予算及
び決算について適正な監査機能を有している。
(5)地域の住民の自主的なまちづくりによる地域の活
性化に資する事業であり、補助の目的と整合性が取
れている。

採点合計 34

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

4

(1)事業実施地域内に活動拠点を置く自治会等
を対象としているため、効果は広く地域住民に
いきわたり、特定の者のみの利益には供してい
ない。
(2)地域の実情を把握している地区担当職員
が、審査及び決定を行っているため地域のまち
づくりに的確に成果を上げている。

(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 4

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

4
(1)地域主権社会に向けて、地域の社会的課題
の解決やより良い市民生活実現する上で、今ま
さに必要な事業である。
(2)地域の特性を生かして地域住民が主体と
なって取り組む事業で、行政が明確な役割分担
のもと真に補助すべき事業である。

(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・
活動である

5

公
益
性

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

4

(1)、(2)の項目に該当し、市民が主体となった
公益を実現する組織体制を持ち、責任体制が
はっきりとした団体が実施する公益性の高い事
業である

×３＝

12

3,500 3,500

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か　　□有　　　　■無

評　価　

チェック項目 採点 選択理由、説明等

合　計 3,722 3,500 3,500 3,500

地方債
交付金額

国支出金

道支出金

その他特財

一般財源 3,722 3,500

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 21年度決算額 22年度予算額
23年度以降予定額

毎年度

（総合計画での
  位置付け）

節 コミュニティ

施策 市民活動の促進 施策）

補助金等の概要

地域の住民の自主的なまちづくり及び市と協働によるまちづくりを推進し、地域の活性
化に資することを目的とする。

市内５地区に地域担当職員を配置し、当該職員が各地区の特色あるまちづくり、地域課
題の解決などに取り組む事業について総合的に審査し交付決定する。事業区分は、■まち
づくり活動助成金交付事業（交付対象経費の2/3以内）■地域の住民と創るまち推進事業
（地域からの要望により市が予算の範囲内で事業実施）

上位施策との関連 章 いきいきとした交流と連携のまち

作成日 平成22年5月26日

交付開始年度 H18
根拠法令等 北広島市地域まちづくり推進事業実施要綱

〃  終了予定年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 川原　一志 課長職名 広吉　正則

別紙 ３ 　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

整理番号 1302 補助金等名 地域まちづくり推進事業 作成部署 市民環境部市民生活課 内線637



電話

(第 3

(第 1

(第 1

単位

人

① 回

②

③

④

①

②

③

9,000

20年度決算

施策） 市民活動の促進

■自治事務　　□法定受託事務

意　　図

 一般財源

（単位：千円）

北広島市生活学校

 ① 合　計

コミュニティ

50

同　上

23年度の予定

0

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

整理番号

事務区分

〃  終了予定年度

川原　一志

北広島市補助金等交付規則

21年度決算

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

北広島市生活学校補助事業事務事業名

根拠法令等
Ｈ22

内線700市民環境部市民生活課

【事業費の推移】

目
　
　
的

22年度予算

平成22年5月31日作成日広吉　正則課長職名

北広島市

 その他特財

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

章）

節）

【１ 計　画 （プラン）】

平成21年度まで

事務事業開始年度

1303

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　省資源化、省エネルギー化、資源回収を実施するために、年２回のフリーマーケットや、
対話集会等を開催し、各種研修会等へも参加している。

　限りある資源を有効に活用するため、生活の中で省資源化・省エネルギー化を実践活動
し、環境浄化を広く市民にPRするために、事業者とも連携し活動を行う。

Ｓ54

上位施策との関連
（総合計画体系）

対　　象
(誰､又は何を)

いきいきとした交流と連携のまち

作成部署

別紙 １

部長職名

【２ 実　施 （ドゥ）】

 ④ ＝②×③ 9090

60,000 60,849

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

0

基 本
指 標

400 400

140 140

50

60,849

50

指　　　　　標　　　　　値

22年度(予定値)

0

50

2

60,849

50

9,000

20年度(確定値)

2フリーマーケットinきたひろ

活 動
指 標

人
【指標の定義（算式等）】

2

21年度(予定値）

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間）

420 400

2

手
　
　
段

 地方債

 国支出金

 道支出金

　総　事　業　費  ①＋④

指　　　標　　　名

住民基本台帳人口（世帯数）

直接事業費

目標値

140

0.01

9,000

90

0.01 0.01

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000

【指標の定義（算式等）】

フリーマーケットinきたひろ

成 果

指 標 【指標の定義（算式等）】

50



評点

□ ■

□

□

□

■

□ □ ■ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ ■ □

□ □ □

平成21年度における評価　（現状と課題）チ ェ ッ ク 項 目

３

統合

休止・廃止

有
効
性

３

３

３

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

　全市民を対象に事業を実施しており、特定の個人や
団体に偏っていない。

　省資源化・省エネルギー化を実践し、環境浄化を広
く市民にPRするために事業者とも連携し活動を行って
いる生活学校に対する補助は妥当である。

見直し

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

内部評価委員会による評価

休止・廃止

見直し

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

今後の方向性に対する意見

見直し

平成23年度に向けた具体的な方向性

統合 終了

拡大重点化

現状継続

外部評価委員会による評価

見直し

終了

見直し

整理番号 1303

前年度の総合判定

【３ 評　価 （チェック）】

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

　コミュニティ活動、資源を大切にする運動は、地道
な努力が必要であるため現在の手段は妥当である。

効
率
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

事業担当部局による評価

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

法律の義務付けなし

妥
当
性

　安全で住み良いまちづくりを目指し、省資源・省エ
ネルギー・資源回収など資源を大切にする運動を幅広
く展開し、概ね成果が上がっている。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

公
平
性

総 合 判 定
（ 取 組 ）

総 合 判 定

（方向性）

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

【 参 考 】

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

評点区分

拡大重点化

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

休止・廃止

　団体の活動基盤も確立されており、平成22年度を最後に廃止を予定
している。

　自己評価のとおり、平成２２年度で廃止とする。

終了

統合

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

法律の義務付けあり

現状継続

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

■補助団体にある

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

□市役所にある

交付先の名称
及び代表者名

北広島市生活学校　運営委員長　永田　美代子 設立年 昭和54年

事務局の状況
（21年度）

29名 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

身近なテーマを取上げ安全で住みよいまちづくりを目指し、省資源・省エネルギー・資源回収な
どを資源を大切にする運動を幅広く展開している。

 構成員(団体)数

２０年度 (決算)

補助金等の充当
状況（21年度）

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

491 611

220 250

60

220

50 50 50

２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

3

523

＜継続用＞

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 生活学校補助金

整理番号 1303

 交付先団体等の
 活動内容

・ごみの減量の活動
・フリーマケットの開催inきたひろしま（春と秋２回の開催）
・高齢者おたのしみ講座の開催

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 50 50

社会福祉協議会

諸収入 110 200

会費 60

負担金

区　　　　分

負担金 8 8

1

50

旅費 4

9

248

繰越金 1 1

60

13

1

5

収　入　合　計 （Ｂ）

会議費

37

支　出　合　計 （Ｃ） 491 611

629

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

10 8 8

繰 越 金 0収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0

支　　出

研修・活動費 400 516

その他

628

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

すべての経費 すべての経費 すべての経費

41 30

629

事務費

35

6

補助・交付金の算出根拠 定額補助

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 10 8 8

6

30 42

役務費 7 6

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 491 611



電話

（第 3 章）

（第 1 節）

（第 1

23 ～ 年度

点

整理番号

作成日 平成22年5月31日

市民生活課 内線700

部長職名 川原　一志

14-4 補助金等名

課長職名 広吉　正則

北広島市生活学校補助事業 作成部署

別紙 ３ 　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　

交付開始年度 Ｓ54
根拠法令等 北広島市補助金等交付規則

〃  終了予定年度

【費用の予定額】

補助金等の概要
　限りある資源を有効に活用するため、生活の中で省資源化・省エネルギー化を実践活動
し、環境浄化を広く市民にＰＲするために、事業者とも連携し活動を行う生活学校の「資
源を大切にする運動」に対し補助金を交付する。

上位施策との関連 章 いきいきとした交流と連携のまち

（総合計画での
  位置付け）

節 コミュニティ

施策 市民活動の促進 施策）

23年度以降予定額

毎年度

（単位：千円）

区　　　　分 21年度決算額 22年度予算額

交付金額

国支出金

50

地方債

道支出金

評　価　

50

一般財源 50

その他特財

50 50

合　計 50

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か　　□有　　　　■無

公
益
性

チェック項目 採点 選択理由、説明等

限りある資源を有効に活用するため、生活の
中で省資源化・省エネルギー化を実践活動
し、環境浄化を広く市民にPRすることから、
（5）に該当すると考えられる。

×３＝

12

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

4

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し、団体等に対する補助金等は全項目について採点す
る。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ

3

（1）北広島市生活学校活動補助金交付要領に基づいて
いる。
（2）生活学校の活動に対する者を対象とする補助である
ため、法令の規定に接触していない。
（3）、（４）生活学校をを対象団体としているため、規則等
を有し総会等において事業計画を確認し、予算及び決算
について適性に監査機能を有している。
（５）事業者とも連携し活動を行い「資源を大切にする運
動」により、地域の活性化に資する事業であり、補助の目
的と整合性が取れている。

採点合計 27

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

4

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

3

全市民を対象に事業を実施しているが、
(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 3

省資源化・省エネルギー化を実践し、環境浄化をひろくPR
するために事業者とも連携し活動を行っている生活学校
に対する補助は妥当であるが、現在は同様の活動をする
団体も多く、生活学校のみに対して真に補助すべきとはい
えない。

(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・
活動である

2


